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特許権の存続期間は出願の日から２０年となっています。この期間中は特許権者に独占排他的権利が付与され、第三者は権利者の許諾なく特許に係る発明を実施することはできません。新規有用な発明をした者を保護し、発明を奨励するための手段として規定されたものであり、各国も同様な取り扱いとなっています。勿論、この期間が過ぎれば特許権は自動消滅し何人も自由に当該発明の実施が可能となります。
因みに、考案に係る実用新案権の存続期間は出願の日から１０年、また、デザインに係る意匠権は登録の日から２０年となっています。一方、商標権は登録の日から１０年となっていますが更新することが可能であり永久権的な性格を有しています。これは、商標が商品や役務に使用される標章（マーク）であり新規な創作物ではないこと、また、商品等の品質表示や出所表示機能を有し、流通秩序を維持するという発明等とは異なる制度趣旨を有するためです。このように存続期間は、保護する対象によって異なっています。
ところで、上記のように特許権の存続期間は最長で２０年ですが、これには例外があります。延長登録により５年を限度に延長が可能な場合があるということです。

ご存知のように、医薬品の発明では薬事法で医薬品の承認、また農薬の発明では農薬取締法で農薬の登録を受けないと特許発明を実施することができません。しかし、たとえば薬事法で医薬品の承認を受けるためには、臨床試験による実験データなどが要求されるのでデータの収集に長期間を要し、また審査にも長期間かかってしまいます。そのため、そのような処分の間は、たとえ特許権が成立・存続していても権利の専有による利益を享受し得ず、その期間に相当する分だけいわば特許期間が侵食されているという問題を生じます。存続期間の延長制度は、このような登録のために権利行使ができなかった期間に限り特許権の存続期間を延長しようというものであり、昭和62年（1987年）の特許法改正において創設されました。現在のところ、延長登録の理由となる処分は医薬品医療機器等法の承認と農薬取締法の承認の二つの処分に限定されています。
　最近、この特許権の存続期間の延長に関して、話題となる裁判所の判断が続けて出ました。一つは、最高裁判所まで争われた、血管内皮細胞増殖因子（VEGF）に対するモノクローナル抗体であるベバシズマブ（Bevacizumab）に関する事件１）であり、対象医薬品特許の存続期間延長登録が認められました。もう一つは、知的財産高等裁判所での抗がん剤であるオキサリプラチン (Oxaliplatin) の延長登録にかかる特許権侵害事件２）です。本件では延長した特許権に対する侵害が認められませんでした。
医薬業界においては、特許権が消滅すると後発品の参入により売上げが大きく低下することは避けられません。年間売上げが１０００億円を超える所謂ブロックバスターと呼ばれる医薬品では、たとえ１日でも特許権の有効期間を延ばすことが医薬メーカーにとり事業戦略・知財戦略上の最重要課題の一つです。全世界において、基本特許を存続期間延長制度の活用や改良特許出願により守ることが行われています。
１）最高裁判所（第三小法廷）　平成２６年（行ヒ）第３５６号　審決取消事件　
２）知的財産高等裁判所（大合議）　平成２８年（ネ）第１００４６号　特許権侵害差止請求事件
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